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た平成18年度の1,391万人と比較して約235万人下回
る結果であり、平成18年度以降減少傾向が続いている。

また、全国のダム湖別年間利用者数の平均は約10
万人であった。ただし、ダム湖別の年間利用者数には
大きな差異がみられ、年間150万人以上の利用者があ
るダム湖から、年間の利用者が1万人以下となるダム
湖まで存在している。
b）利用形態別利用状況

令和元年度の利用形態別の年間利用者数の推計結
果（図-3）によると、「散策」が最も多く38.8％を占め、
次いで「施設利用」が27.2％、「野外活動」が11.5％となっ
ている。令和元年度の調査結果では、前回までと比較
して、「施設利用」「その他」が減少し、「散策」「野外
活動」が増加傾向となっている。
c）利用者アンケート調査

令和元年度の利用者アンケート調査結果では、合計
26,411人の有効サンプルが得られている。アンケート
調査結果のうち、ダム湖利用の満足度に関する結果（図
-4）をみると、ダム湖を利用した感想については、「満
足している」または「まあ満足している」と高い満足
度を示す回答をしたサンプルの割合は合計で約83％
となっている。一方、「やや不満である」、「不満」と
低い満足度を示す回答をしたサンプルの割合は約3％
となっている。また、経年変化をみると、高い満足度
を示す回答をした人の割合に大きな変化は認められて

いない。これらの満足度は利用者の特性により異なっ
ており、性別別では男性よりも女性が若干高く、年齢
層別では、10代及び10歳未満の満足度が比較的高い
結果が得られている。

令和元年度より利用者アンケートは地域活性化に資
する情報取得の観点から見直しが図られている。その
一例を図-5に示す。新たに設けられたアンケート項
目の一つに「ダム湖周辺での食事状況」があり、「食事
した」が約23％、「食事していない」が約77％となっ
ている。「食事した」が40％以上のダムは9ダムみら
れ、最も高いダムで約47％となっている。一方で、「食
事した」が10％未満のダムは15ダムみられ、最も低
いダムで約3％となっている。また、「ダムの来訪者
のリピーター率」についてもアンケート調査が行われ
ており、「初めて」が約41％、「リピーター（過去に訪
れたことがある）」が約59％となっている。「初めて」
が70％以上のダムは3ダムみられ、最も高いダムで約
76％となっている。一方で、「初めて」が20％未満の
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図-3 利用形態別年間利用者数の経年変化
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図-4 ダム湖利用の満足度の経年変化
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図-5 令和元年度に行われた地域活性化に資する情報取得のた
めの利用者アンケート調査結果の例
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ダムは13ダムみられ、最も低いダムで約10％となっ
ている。

このほか、ダムを知った方法やダムに来た目的、意
見や要望のアンケート調査も行われている。意見や要
望については、半数が既存施設の維持管理・運営に関
するものとなっており、続いて、飲食店や売店、自動
販売機等の設置を求める新規施設の要望、周辺道路に
対する意見やイベントやPR・情報発信に関する要望
がみられているほか、現状の自然利用に対して満足す
る意見も多く寄せられている。

（4）現状のダム湖利用実態調査の課題
現在推進されているダムツーリズムやダムまちづく

り等の施策については、今後、その事業等の効果検証
が求められる。また、それらをより効果的かつ戦略的
に推進するためには、利用者の特性（性年代や来訪目
的等）や人口流動状況（時間帯、季節、経由地、居住
地等）を踏まえた個々のダムを取り巻く社会環境に合
わせた施策が必要である。

このような昨今の情勢を踏まえた現状のダム湖利用
実態調査の課題として、ダム等管理フォローアップ委
員会等における水源地域動態の分析・評価では、5年
に1度の調査頻度では基礎データが十分とは言えず、
連続的な基礎データの取得が挙げられる。また、個々
のダムにおけるダム湖周辺整備計画等や水源地域活性
化施策の立案とその実施効果の測定のためにも、時間
的・空間的に連続したデータが必要になると考えられ
る。

現行の調査マニュアルに基づく調査頻度である5年
に1回では、社会情勢の急激な変化や調査日以外の人
口動態や、その詳細の把握は難しい。一方で、現行手
法のまま、毎年実施するなど調査頻度を増加させるに
は膨大なコストが必要となる。

調査精度の面では、現行手法は、曜日や天候の係数
を設定することにより精度向上が図られてきているも
のの、サンプル日の7日間における一定の時間断面の
分布情報やイベント調査より総数を推計したものであ
り、その集計エリアは予め設定された対象ブロックに
限定されるという制約がある。また、イベント調査の
対象イベントは参加者数が100名を超えるものに限定
されていることや、調査表に記入されるイベントは各
ダムの調査者やダム管理者の判断に委ねられているこ
と、その参加者数の集計方法はイベントにより様々で
あるといった課題もある。

3．ダム湖利用実態調査とその他の既存の調査
手法との比較

2．で整理した現状のダム湖利用実態調査状況及び
その課題を踏まえて、その他の既存の調査手法と比較
した。比較対象とした既存の調査手法は、ダムへのア
クセス方法が電気バスにほぼ限定される豊平峡ダムの
電気バス利用者数と、沖縄地方の9ダムについて駐車
台数や職員対応状況、資料館来館者数などから推計さ
れた入込客数である。両者は、手法は異なるもののい
ずれも年間を通じた連続的なデータが得られているも
のである（一般の立入が禁止される豊平峡ダムの閉鎖
期間は除く）。

（1）アクセス交通機関の利用者数【豊平峡ダム】
豊平峡ダムは、途中の冷水駐車場まではマイカーな

どでアクセスできるが、同駐車場から豊平峡ダムまで
は、一般車両については通行止めとなっている（図-6）。

このため、駐車場からダムへのアクセスは、㈱札幌
リゾート開発公社により運行されている「札幌市道豊
平峡ダム路線」のハイブリット電気バスの利用、もし

※1:電気バスは 4 月末～11 月初旬の運行期間中の利用者数 

※2:11 月上旬から 4 月下旬は市道通行止めのためアクセス不可 
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出典：豊平峡ダム管理支所
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くは徒歩となる。冷水駐車場からダムまでは徒歩では
30分程度要するため、ダムへの来訪者は電気バスを
利用するケースが大多数であり、電気バス利用者数≒
ダムへの来訪者数である。

電気バス利用者数とダム湖利用実態調査による豊平
峡ダムのダム湖年間推計利用者数の推移は、図-7の

とおりである。最新の令和元年度調査では、電気バス
利用者数が約8万5千人であるのに対して、ダム湖利
用実態調査による年間推計利用者数は約8万7千人と
なっている。したがって、ダム湖利用実態調査は、一
定の精度を有していると言える。

（2）独自の計数方法による入込客数【沖縄地方】
沖縄地方のダムでは、駐車台数による換算客数、職

員等による案内・説明等対応客数による平常的な来客
者数とイベント時来客者数、資料館の記帳数等を計数
し、それらの合計によりダム入込客数が求められてい
る（図-8）。これらの計数は土日祝日を含め年間を通
じて毎日実施されている。

沖縄地方独自の推計手法による入込客数とダム湖利
用実態調査による各ダムのダム湖年間推計利用者数の
推移は、図-9のとおりである。

平成15、22年度調査を除いては、ダム湖利用実態
調査による推計値の方がやや大きいものの、至近3回
のダム湖利用実態調査年における両調査による来訪
者数比（ダム湖利用実態調査／入込客数）は、約80 〜
130％であり、概ね同程度となっている（図-10）。

以上の連続的に得られたデータを基にしたダム来訪
者数と比較した2事例より、ダム湖利用実態調査は年
間7日間のサンプル日に実施される利用者カウント調
査とイベント調査による推計値であるが、一定の精度
を有していると言える。
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図-9 入込客数とダム湖年間推計利用者数の推移（沖縄地方）

図-8 沖縄地方の各ダム入込客数調査全体フロー

図-10 入込客数とダム湖年間推計利用者数の比較（沖縄地方）
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4．新技術を活用したダム湖利用実態調査の高
度化に向けた検討

ダム湖利用実態調査への活用可能性のある新技術を
整理した上で、人流ビッグデータを基にした分析を行
い、その適用性を確認した。

（1）適用可能性のある新技術
近年、ICT技術の急速な進歩により様々なビッグ

データが登場している。ダム湖利用実態調査に適用可
能性がある新技術およびその技術から得られる情報と
しては、携帯電話基地局との交信履歴から得られる位
置情報、GPSで取得される位置情報、Wi-Fiアクセス
ポイントに接続したアクセス履歴に基づく位置情報、
画像認識AIによるカメラ画像からの人の動きや属性
情報の検出などが考えられる。

ここでは、ダム湖利用実態調査のうちダム湖利用者
数推計に着目し、人流の量的分析との親和性が高い位
置情報に関する人流ビッグデータに着目することとし
た。各種人口・位置情報の特徴を整理すると、表-3
のとおりとなる。また、GPSデータと株式会社NTT
ドコモ（以降、NTTドコモとする）の携帯電話基地局
データを基にしたモバイル空間統計の推定対象エリア
人口と誤差率の関係を整理すると図-11のとおりであ
り、サンプルサイズは統計データの精度との関係が大
きい。

今回は、データの連続性が高く、サンプルサイズが

大きな携帯電話基地局データを対象として、新技術を
活用したダム湖利用実態調査の高度化に向けた検討を
行うこととした。

携帯電話基地局データを基に作成された人流データ
には、株式会社ドコモ・インサイトマーケティングよ
り提供されている「モバイル空間統計」を用いること
とした。本データは、NTTドコモの携帯電話ネット
ワークのしくみを使用して作成される人口統計情報
で、1時間ごとの人口を、24時間365日把握すること
ができる仕様となっている（図-12）。
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※1：「モバイル空間統計」は、NTTドコモの登録商標 ※2：2021年3月現在、法人名義やMVNOを除く

表-3 人流ビッグデータの比較

※:推計人口にはサンプリング誤差以外にも様々な誤差要因が存在する

負の二項分布モデルによる評価 
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図-11 サンプルサイズと精度の関係
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（2）人流ビッグデータを基にした分析
a）分析の流れ

本分析の流れを図-13に示す。直轄ダムのNTTド
コモの電波エリア状況を整理した上で、対象ダムを選
定した。次に、令和元年度のダム湖利用実態調査ブロッ
クを基本として、対象ダムのモバイル空間統計情報を
抽出するエリアを設定し、抽出結果をダム湖利用実態
調査結果との比較等により分析した。
b）分析使用データの概要

今回の分析に使用した人流ビッグデータの概要を表
-4に示す。モバイル空間統計の集計方法は、1日あた
りの合計滞在時間が1時間以上の滞在者を1人/1日と
する延べ人数（図-14）を用い、エリア内居住者・勤
務者の除外処理については、あり（外部からの来訪者
に限定）、なし（地元利用の可能性を考慮）の2ケース
を設定した。
c）直轄ダムの電波エリア状況

令和元年度ダム湖利用実態調査対象ダムのNTTド
コモの電波エリア状況を、令和2年11月29日時点の

NTTドコモサービスエリアマップを基に整理した結
果、8割以上のダムがエリアカバー率50%以上となっ
た（表-5）。

全域がエリア外となったのは、鹿ノ子ダムと辺野喜
ダムの2ダムのみであった。両ダムともに周辺に居住
地や観光地等のない場所に立地しており、今後のエリ
ア拡充は望めないものと思われる。

※1：本台数を基に法人名義やMVNO等の台数を除去して推計 2021年3月現在 
※2：2019年実績 
※3：携帯電話をいつでも接続可能な状態に保つために必要なデータ 

直轄ダムの
NTTドコモ
電波エリア
状況の整理

対象ダム
の選定

・各地方1ダム
を基本

モバイル空間統計
データの分析

・
ダム湖利用実態
調査結果との比較

モバイル空間統計
データ抽出
エリアの定義

・ダム湖利用実態調査
調査ブロックを基本

図-12 モバイル空間統計の概要

図-13 人流ビッグデータを基にした分析の流れ

項目 内容 

集計方法 延べ人数 

対象人口 国内居住者 

対象年代 15～89 歳 

対象期間 
平成 31 年 3 月 1 日～令和 2 年 2月 28 日 

（令和元年度ダム湖利用実態調査と同期間）

エリア内居住者・

勤務者の除外処理 

あり（外部からの来訪者に限定）・ 

なし（地元利用の可能性を考慮）の 2 ケース

集計単位 年間総数 

表-4 分析使用した人流ビッグデータの概要

0% 0%以上 50%未満 50%以上100%未満 100%

2/122 21/122 39/122 60/122

2% 17% 32% 49%

※:R2年度に調査実施の2ダムも含む 

表-5 貯水池全体に対するNTTドコモ電波エリアカバー率

図-14 モバイル空間統計　延べ人数の分析イメージ

図-15 分析対象ダム位置図
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d）対象ダムの選定とデータ抽出エリアの定義
c）の結果を踏まえ、ダム周辺がNTTドコモの電波

エリアとなっているダムから、その特性や年間利用者
数、地方の偏りがないように12ダムを選定した。

対象ダムの位置を図-15、令和元年度ダム湖利用実
態調査による年間推計利用者数のランクを図-16、選
定理由やダムの特性などを表-6に示す。

モバイル空間統計の抽出エリアは、令和元年度ダム
湖利用実態調査ブロックを包括する500mメッシュ（2
分の1標準地域メッシュ（4次メッシュ））を合算した
エリアを定義し、1ダムにつき1エリアの単位で集計
することとした。
e）分析結果

d）で選定した対象ダムにおける令和元年度のダム
湖利用実態調査、モバイル空間統計のそれぞれによる
ダム別の年間推計利用者数について分析した。各調査
によるダム年間推計利用者数と、各値の比較結果を図
-17にまとめる。

まず、分析対象を外部からの来訪者に限定したエリ
ア内居住者・勤務者の除外処理ありのモバイル空間統
計を用いたケース（以降、「除外処理あり」とする）に
ついて着目すると、年間推計利用者数が一番多い宮ヶ
瀬ダムでは、ダム湖利用実態調査では約155万人であ
るのに対し、モバイル空間統計（除外処理あり）では

約80万人と少なく半数程度となった。また、一番少
ない品木ダムでも、前者が5,700人であるのに対し、
後者は2,300人と少なく、4割程度となった。

分析対象ダム全体では、モバイル空間統計（除外処
理あり）／ダム湖利用実態調査の比は約40%（豊平峡
ダム）〜約310％（宇奈月ダム）の範囲で、平均値は
約110%、中央値は約70%となっており、ダム湖利用
実態調査よりもモバイル空間統計（除外処理あり）に
よる年間推計利用者数の方が少ない傾向（12ダム中7
ダム）を示した。

次に、地元利用の可能性を考慮したエリア内居住者・
勤務者の除外処理なしのモバイル空間統計を用いた
ケース（以降、「除外処理なし」とする）について着目
すると、年間推計利用者数が一番多い宮ヶ瀬ダムでは、
モバイル空間統計（除外処理なし）が134万人とダム
湖利用実態調査を下回る結果となった。年間推計利用
者数が一番少ない品木ダムでは、除外処理ありと同様
の傾向となった。分析対象ダム全体では、モバイル空
間統計（除外処理なし）／ダム湖利用実態調査の比は、
約40%（豊平峡ダム）〜約460％（柳瀬ダム）の範囲で、
その平均値は約210%、中央値は約190%となっており、
ダム湖利用実態調査よりもモバイル空間統計（除外処
理なし）による年間推計利用者数の方が多い傾向（12
ダム中7ダム）を示した。

※:R2年度に調査実施の2ダムは含まない 
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地 方 名 ダ   ム 選定理由やダムの特性など

北 海 道 豊 平 峡 ダ ム ダムへのアクセスはバスまたは徒歩のみであるため実数に近い値が別途把握可能 

東 北 三 春 ダ ム 住民の生活圏内に立地 

関 東 宮 ヶ 瀬 ダ ム 全国で利用者数が最多 

品 木 ダ ム 全国で利用者数が最少 

北 陸 宇 奈 月 ダ ム ダム近傍に温泉街が立地 

中 部 徳 山 ダ ム 山深い場所に位置、ダム湖上流の大半は NTT ドコモエリア対象外 

近 畿 天 ヶ 瀬 ダ ム 再開発工事中、インフラツーリズムを実施 

中 国 八 田 原 ダ ム 地域に開かれたダムに指定されており利用者が多いことが想定されるが、 
NTT ドコモ電波エリアでカバーできていないエリアも存在 

四 国 柳 瀬 ダ ム 最も古い直轄ダム（昭和 28 年（1953）年竣工） 

九 州 緑 川 ダ ム ダム湖岸に H27 に自然共生型アウトドアパークを新設 

耶 馬 渓 ダ ム 水上スポーツ施設が整備されており、水上スキーやウェイクボードなどの湖面利用が盛んである

沖 縄 福 地 ダ ム ダム独自の方法でダム入込客数の計数が別途実施されていることから今回分析結果と比較可能 

表-6 分析対象ダムと選定理由やダムの特性

図-16 令和元年度ダム湖利用実態調査の年間推計利用者数と今回分析対象ダムのランク
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f）考察（ダム湖利用実態調査との比較）
まず、ダム湖利用実態調査とモバイル空間統計によ

る年間推計利用者数の大小関係に着目して考察する。
①ダム湖利用実態調査＜モバイル空間統計

ダム湖利用実態調査は、調査員がダム湖利用目的で
あることを視認した上で、利用者をカウントしている
のに対して、モバイル空間統計は基地局と端末が交信
した結果を機械的に抽出したものである。このため、
後者がダム湖利用目的以外の人流を捉えている可能性
がある。今回分析対象のダムで言えば、エリア内に周
辺住民の生活圏（学校など）を含む三春ダムや、温泉
街を一部含む宇奈月ダムなどが該当する。
②ダム湖利用実態調査＞モバイル空間統計

ダム湖利用実態調査の各種換算係数は全国一律の値
が用いられており、全てのダムに適合する係数になっ
ていない可能性がある。一方、モバイル空間統計（延
べ人数）は、1時間以上の滞在者を対象に集計してい
ることから、品木ダムのようにダム湖周辺にダム資料
館や公園がなく、滞在時間が短いダムでは捉えられて
いない利用者が存在する可能性がある。

また、①②のどちらにも共通して、2.（4）で述べ
たイベント調査の精度が影響している可能性がある。

モバイル空間統計の居住者・勤務者の除外処理あり・
なしに着目すると、ダムによってダム湖利用実態調査
に近い値を示すケースが異なる結果が得られている。
除外処理ありの方が近い値を示すダムでは外部からの
来訪者が多く、除外処理なしの方が近い値を示すダム

では、他ダムと比較して周辺の居住者等の利用が多い
ことが推察される。

モバイル空間統計をダム湖利用実態調査と比較して
みると、各ダム間利用者数の大小関係や利用者特性に
応じた傾向を示す結果が得られていることから、デー
タ特性を十分に分析した上で、データ分析手法を整備
することで、ダム湖利用実態調査への人流ビッグデー
タ活用の可能性はあると考えられる。

（3）人流ビッグデータ活用にあたっての課題
以上の分析結果を踏まえ、ダム湖利用実態調査以外

の推計利用者数が得られている豊平峡ダムと福地ダム
の事例とともに、ダム湖利用実態調査への人流ビッグ
データ活用にあたっての課題を以降にまとめる。

豊平峡ダムと福地ダムの各種データによる年間推計
利用者数比較を図-18、図-19に示す。
a）訪日外国人のダム湖利用者数の分析

今回分析対象とした令和元年度は、新型コロナウィ
ルス感染症が確認される以前の期間が大半であり、イ
ンバウンド需要が増大しつつある状況下にあった。

豊平峡ダムが位置する定山渓地域は自然豊かな温泉
郷であり、令和元年度の定山渓地域の宿泊者施設利用
者数は127万人で、このうち約1割が外国人旅行客で
あった。豊平峡ダムのモバイル空間統計による年間推
計利用者数は、ダム湖利用実態調査の半数以下となっ
ているが、これは、今回分析ではモバイル空間統計の
うち国内居住者データを用いており、外国人旅行客を
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ダム湖利用実態調査 年間推計利用者数

モバイル空間統計 延べ人数（居住者や勤務者除外処理あり）

モバイル空間統計 延べ人数（居住者や勤務者除外処理なし）

分析期間：R1.3～R2.2

※宇奈月ダムのデータは、モバイル空間統計データ抽出エリアに一部、
ダム湖利用実態調査エリア外（宇奈月温泉スキー場）を含んでいた
ため、モバイル空間統計抽出データより当該スキー場の実績利用者
数を減じた値を示している（以降、同様） 

図-17 ダム湖利用実態調査とモバイル空間統計によるダム年間推計利用者数の比較
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カウントに含めていないために、他データによる年間
推計利用者数との差異が生じたものと考えられる。豊
平峡ダムはインバウンド需要が特に大きいために、顕
著な差異が生じた可能性もある。

インバウンドの動態も踏まえてダム湖の年間利用者
数を把握するためには、訪日外国人データも含めた分
析を行う必要がある。なお、モバイル空間統計では訪
日外国人データも別途提供されている。
b）15歳未満のダム湖利用者数の分析

豊平峡ダム、福地ダム両ダムともに、モバイル空間
統計による年間推計利用者数が、ダム湖利用実態調査
よりも少なくなっている要因の一つとして、今回分析
に用いたモバイル空間統計の対象に15歳未満が含ま
れていないことが考えられる。両ダムともに修学旅行
地になっているダムであり、休日には家族連れでの利
用も多くみられるダムである。

令和元年度のダム湖利用実態調査によると、休日利
用者の2 〜 3割が子供であるという結果も得られてい
る（図-20）。今回分析に用いたモバイル空間統計は、
携帯電話の保有率から十分なサンプルが確保できる
15歳から89歳が対象となっている。携帯電話基地局
データを基にした人流ビッグデータをダム湖利用実態
調査に活用するためには、15歳未満の子供の利用者
情報の取得が課題となる。

c）滞在時間が短いダムのダム湖利用者数
4.（2）f）で述べたとおり、モバイル空間統計（延べ

人数）では、滞在時間が1時間未満の利用者が大半の
ダムでは、実際のダム湖利用者よりも少なく算定され
る。ダム湖利用実態調査に活用するためには、短時間
滞在者も考慮するための手法の検討が必要である。
d）適切な分析対象エリアの設定

　人流ビッグデータによる利用者数分析では、対象
エリアから機械的に人口を抽出することとなる。今回
分析では、標準地域メッシュ（500m）によりエリア
定義を行ったが、温泉街のホテルや展望台等のダム湖
利用に無関係の施設がメッシュ内に存在した宇奈月ダ
ムでは、モバイル空間統計とダム湖利用実態調査で年
間推計利用者数に大きな乖離が生じた。人流ビッグ
データによる利用者数分析に際しては、抽出対象の人
流を適切に捉えられるよう対象エリアを慎重に設定す
る必要がある。
e）基地局配置や秘匿処理などの統計情報の制約条件

分析対象エリアの一部または全域が携帯キャリアの
電波エリア外の箇所については携帯電話基地局データ
を基にした人流ビッグデータによる分析を行うことが
できない。また、ダム周辺は山間部に位置している場
合も多く、都市部に比べて携帯電話基地局密度は低く
なる点に留意が必要である。なお、利用者数が少ない
ダムの分析においては、個人情報保護の観点から講じ
られる秘匿処理（図-21）の影響も考慮する必要がある。

75%
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豊平峡ダム

大人

子供

夏季 休日

河川水辺の国勢調査（ダム湖利用実態調査）

日合計調査結果

71%

29%

福地ダム

大人

子供

春季 休日②

河川水辺の国勢調査（ダム湖利用実態調査）

日合計調査結果

図-18 豊平峡ダムの年間推計利用者数比較

図-19 福地ダムの年間推計利用者数比較

図-20 令和元年度ダム湖利用実態調査
利用者の大人・子供の割合の例

図-21 モバイル空間統計の集計方法（プライバシー保護）
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5．おわりに

本稿では、現行のダム湖利用実態調査状況を振り返
り、その課題を明らかにした上で、その対策のひとつ
として、新技術を活用したダム湖利用実態調査の高度
化に向けた検討を行った結果を紹介した。

携帯電話基地局データを基にした人流ビッグデータ
によるダム湖利用者数推計は、今回分析で一定の成果
が得られたことから、既存手法の調査頻度および調査
精度やコストに関する課題への対策、個々のダムの社
会情勢に合わせた施策立案に向けては人流ビッグデー
タの活用は有用な手法になるものと考えられる。

今後、人流ビッグデータをダム湖利用実態調査に活
用していくためには、現行調査と同様に全国統一の調
査・分析手法の整備が必要である。手法を確立するた
めには、既存ダム湖利用実態調査と並行して新技術に
よる調査を行い、4.（4）で課題に挙げた人流ビッグ
データ活用にあたっての課題を解消すべく研究開発を
進め、実用化に向けた検証を行っていく必要がある。

また、今回は年間利用者数の推計に特化した検討を
行ったが、ダム湖利用実態調査では、利用者カウント
時の年代・性別や利用形態等の属性情報の取得や、利
用者アンケート調査による地域活性化に資する情報取
得も行われている。これらの精度向上や効率化に向け
ては、人流ビッグデータ以外にも画像認識AIによる
カメラ画像からの人の動きや属性情報の検出や、使用
目的に応じた十分なサンプルが得られるようなWeb
アンケートの実施方法などの今後の研究開発が求めら
れる。

今後も、新技術を活用したダム湖利用実態調査の高
度化に向けた検討を引き続き行い、ダムツーリズム推
進策検討・事業効果等の検証への活用に資することで、
より一層の水源地域活性化につなげていきたい。
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